






























































































































































































































































































































































































































































、 処理満足 処理納得 処理不満
耐久消費財
金融サービス
自動車サービス
80％　一％
73　　80
71　　69
一％　一％
45　　50
54　　51
40％　一％
17　　17
22　　32
　　　　　　　　　各欄の右：ブランド・ロイヤリティ
　　　　　　　　　各欄の左：ライン・ロイヤリティ
さらにグッドマンは消費者苦情処理によって、生みだされる利益の計算式を開
発した。
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それはつぎの式で求められる。
PToTAL＝P　sAT＋P　uNsAT一（x　ToTAL）（Y　NoNcoMPL）
　　P　TOTAL　苦情処理のもたらす利益
　　P　SAT　処理満足者の再購入による利益
　　P　UNSAT　処理不満者の再購入による利益
　　X　TOTAL　苦情処理件数
　　Y　NONCOMPL　非申立者による逸失利益
　この式を応用したシュミレーションでは消費者部門への55万ドルの投資で10
万5千ドルの利益をあげ投資利益率（ROI）を19．1％に見込んでいる。
　このような発想の下では消費者問題部門はプロフィット・センタートヘと変
貌する。
　たしかにこれまでの経験、たとえば70年代の進んだ企業のキャンペーンによ
って、たとえばすでに述べたアメリカン・モータース社のバイヤー・プロテク
ション・プランのように消費者志向が企業に利益をもたらす事が分かっていて
も具体的な数字としてはとらえられなかった。
　このように具体的な数字での説明は説得力がある。しかも時あたかも米国の
景気の低迷の時期に遭遇して各企業ともその打開策を求めていた。すでに商品
の品質・性能、さらに価格の面で差別化は殆ど不可能になり、商品によっては
日本を始め韓国、台湾、香港等からの輸入品との競合で品質価格の面で劣勢に
立たされていた。
　そこで差別化戦略として消費者対応が注目されはじめたとも考えられるので
ある。
　ここで登場してくるコンセプトは『コンシューマー・サティスファクション
（顧客満足）』である。そもそも「顧客満足」というコンセプトはマーケティ
ングの原点である。アメリカ・マーケティング協会のマーケティングの定義
（改定前の定義）によれば「顧客の欲望を予測し、かつそれを充足させる商品
を生産者から消費者に流通させることによって、企業目的を達成しようとする
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企業活動の遂行」であり、　「企業は消費者の欲求を満たすためにこそ存在する」
のである。
　しかし、これまでの企業はこの点で一つの誤謬を犯していた。それはこの
「顧客の欲求」を企業が考えての顧客の欲求、つまり企業の論理、言語で理解
した「欲求」であって、決して、消費者の論理、コトバに立った「欲求」では
ない。ここに企業と顧客のミスマッチが発生し商品を購入した顧客の40％がな
んらかの形の不満を抱くのである。
　一方、企業と顧客のコミュニケーションのチャンネルは商品その物を除いて、
広告（表示を含む）しかない。しかし広告によるそれは企業からの顧客に向っ
ての一方的な伝達であって、顧客がもし疑問をもったりさらに情報が欲しいと
思ってもそれに応えてはくれない。そこに消費者のイライラが発生し不満さら
には企業に対する不信の感情が芽生える。広告によるコミュニケーションは情
報・意思・感情を共有するというコミュニケーション本来の姿から遠く離れた
ものである。その意味ではおかしな事だが、これまで取引の当事者同士である
企業と消費者の対話は全くなかったといってよいのである。
　ましてや社会がますます非人間化してくればくる程、さらに製品等が一般の
顧客の知識遥かに超えて複雑になってくれば顧客が聞けるチャネルが求められ
てくるのである。求めている現実は『G　Eアンサー・センター』が年間280万
コールを受け付けている事からもこれは消費者の二一ズ、ウオンッといって差
支えない。
　このような事実を認識した企業はいかに顧客との真のコミュニケーションを
確立するかの方策を模索した。消費者部門に掛かってくる電話の大半は苦情で
なく相談・問合せであることに着目した。これまで苦情の手段としてのみ利用
していた800番電話システムを顧客とのコミュニケーション・チャネルとして
中心に据え、あらゆる顧客との対話をここに集約することの重要性に気付いた。
　1年のテストの後、1982年6月から全国的なオペレーションを開始したケン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／タッキー州ロイヴィル（Louisville，Ky．）に所在する『G　Eアンサー・センター』
は1987年7月1000万コール目の電話を受けた。1986年には年間280万コールを
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処理したが、その内容を見ると商品購入前の問い合せが3分の1、商品の使い
方、および購入後の取扱い方が3分の1、残りの3分の1がサービス関係であ
り、苦情は全体の電話の5％にも満たなかった。ここのセンターは1日24時問、
年365日無休で運営されている。150名の担当者が57のシフトに分かれて勤務し
ている。ここの機能はあくまでG　E全体の顔として顧客とのコミュニケーショ
ンのチャネルであり此処で商品情報の提供、消費者啓発、販売促進（販売店の
紹介や新製品の案内）P　Rまで顧客の満足を充足させるものはなんでも取り扱
うという姿勢である。
　所長のボウエル・テイラー氏（Powel　Taylor）によると「G　Eはここの機能・
予算に対する考え方は広告と同様に考えている。広告予算に比べればきわめて
効率がよい」という。
　このシステムをバックアップするコンピュータ・システム、担当者の採用・
研修プログラムの開発が800番電話システムの活用には不可欠なのである。し
かし、これについてのプログラムもすでに用意されている。
　顧客満足追求のもう一つの柱は『顧客満足調査』の手法の開発とその実施で
ある。これもいろいろな企業ですでに行われている。
　これには2通りあって、一つは顧客が商品／サービスを購入した後、1ヵ月
後、3ヵ月後、半年後といった具合にその満足度を追跡調査するものであり、
もう1つは苦情を言ってきた顧客に対して消費者相談窓口の応対、態度、問題
解決の満足度、再購入の意思、さらにはブランド・ロイヤリティ、ライン・ロ
イヤリティとの関係を5段階評価で調査をするものであるδ
　こうした顧客満足を追求するためにはこれらのプロジェクトを発足させる前
にその前提になるのが全社を挙げての顧客満足追求の体制作りであり、そのた
めに「顧客満足」を阻害する要因を洗い出し分析する「コア（核）・グループ」
の設置である。
　我が国の企業においても消費者部門が苦情処理を通じて発見した問題の根本
原因がなかなか改まらない、他の部門がそれに応じてくれないという悩みをよ
く聞く。苦情処理にあたっては「その運用部門と維持部門がクルマの両輪の様
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に同じ大きさでなければならない。もし一方が小さければクルマはスムーズの
　　　　　動かない」　わけで、この悩みは日本以上に各部門の独立性の強い米国企業で
も大きな悩みであった。そこでこれまでの部門別のセクショナリズムを打破し
ようという試みがゼネラル・モータース社がまず各事業部門に導入されたコア
・グループのコンセプトである。
　これらのプログラムの汎用マニュアルは完成しており、それを基本に各社の
実態に合せてのアダプテーションが可能なところまで来ているのだ。
　それによるとコア・グループは予め2年聞と期限を切り、専任出来る幹部職
員（役員待遇くらいの地位）を責任者に任命し会社のすべての部門から部長ク
ラスをメンバーとして任命する。さらに日程、スケジュールなど全てマニュア
　　　　　　　（1⑨ル化されている。
　顧客満足獲得のための6つの手法は：⑫①
　①　顧客サービスのための800番電話の採用
　②　情報の定量的かつ予防的見地に立った分析
　③　相談処理のためのソフト／ハードの開発
　④顧客満足トラッキング・システムの開発
　⑤　全社的なコア・グループの設置
　⑥　保証についての業務の見直し
　90年代に向って、企業の対応はようやく『顧客満足』マーケティングの原点
に立ち返ろうとしている。80年代後半においてはこの理念とその実戦への適用
かは恐らく米国企業の進んだ部分に限られよう。翻って、わが国の場合はどう
だろう。此処までのレベルまでわが国の企業の消費者対応の理念が到達するま
で、現状のその水準から考えた時、まだ遠い将来の事だろうし、あるいは永遠
にこのような発想の転換が不可能かも知れない。そのような悲観論も否定でき
ない現状である。
　しかし、　「コンシューマリズムはマーケティングの好機であるし、またそう
あらねばならないし、そうあって欲しい」と1969年4月にドラッカーが述べた
予見と期待は、20年近くは経ったものの、ジョン・グッドマンの実戦への応用
一100一
手法の開発によって、いまフルフィルされようとしているのだ。
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